
市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

都 市 計 画 税

市税の収入状況 予 算 額 30億7,864万円
収入済額 19億4,595万円

11億5,880万円
6億0,827万円
14億7,959万円
10億6,285万円

5,354万円
5,350万円

1億5,485万円
6,473万円
2,880万円
1,339万円

2億0,306万円
1億4,321万円

収入済額及び収入率（対予算）予　算　額

市債現在高について 市債現在高について 市債の活用について 

　また、現在高97億9,357万円のうち借り入れ
利率別の内訳は次のようになっています。 

目　　的　　区　　分 現在高（一般会計分） 

8億6,130万円 

14億8,131万円 

19億7,946万円 

6億9,257万円 

2億 496万円 

2億7,699万円 

5億9,537万円 

6億 115万円 

31億 46万円 

97億9,357万円 

教育債（学校・図書館等整備） 

土木債（道路橋りょう整備・都市計画等） 

　〃　（公園等整備） 

農林業債（農道・林道等整備） 

商工債（温泉センター・観光施設等整備） 

消防債（防災・防火施設等整備） 

衛生債（ごみ処理施設・火葬場等整備） 

民生債（保育園・児童センター等整備） 

その他（災害復旧事業・減税補てん債等） 

　　合　　　　　　　　　計 

利　　率 

～2.5％以下 

～5.0％以下 

～7.5％以下 

現在高（一般会計分） 

79億8,821万円 

13億7,483万円 

4億3,053万円 

割　合 

81.6％ 

14.0％ 

4.4％ 

　市債は市が大型事業を実施するために国などか
ら資金を借り入れる長期債務（借金）です。公共施
設の建設などには、一時的に多額の費用がかかる
ことから、市債を発行し、その返済を長期間分割
して行うことで財政負担の平準化を図り、さらに
はいくつかの世代にわたって利用される公共施設
は、次の世代にも費用を負担してもらうことで、
世代間の負担を公平にする効果があります。市で
は普通交付税として後年度に財源措置される市債
を選択し、自主的、主体的事業や災害復旧事業、
総合的な経済対策事業を行っています。9月末現
在の残高の97億9,357万円のうち53.0%にあたる
51億9,423万円が普通交付税として後年度に財源
措置されます。 

構成比 構成比 

期 末 手 当  

勤 勉 手 当  

退 職 手 当  
 

主　　な　　内　　容 

　　　　 期末手当　　   勤勉手当 
 6 月期　   1.4月分　　　  0.725月分 
12月期　   1.6月分　　　  0.725月分 
　計　　   3.0月分　　　  1.45月分 

　　　　　 　自己都合 　　勧奨・定年 
勤続20年　　 21.0   月分　    27.3  月分 
勤続25年　　 33.75 月分　    42.12 月分 
勤続35年　　 47.5   月分　    59.28 月分 
最高限度額　 59.28 月分　    59.28 月分 

（国の最高　59.28月分） 
1人あたりの平均支給額25,580千円（17年度） 

区　　　分 

住 居 手 当  

通 勤 手 当  

配偶者13,000 円配偶者以外2人まで1人に
6,000円、3人目以降5,000円 

新築後5年まで2,500円、借家23,000円ま
での場合12,000円を引いた額 

交通機関利用の場合　55,000円まで 
自家用車の場合　　　2,000円～24,500円 

扶 養 手 当  

支給総額　　　　53,678 千円（17年度） 
1人あたりの年額　   175 千円 

時 間 外  
勤 務 手 当  

一　般　行　政　職 

平均給料額 平均年齢 

技　能　労　務　職 

平均給料額 平均年齢 
区　分 

高校卒初任給 高校卒2年目 大学卒初任給 大学卒2年目 区　分 

高　校　卒 

大　学　卒 

7年以上　　　 
　　　10年未満 

10年以上　　　 
　　　15年未満 

15年以上　　　 
　　　20年未満 

区　　分 

1 級 

2 級 

3 級 

4 級 

主な職務内容 

主 事  
技 師  
主 事  
技 師  

主 査  

主 任  
主 査  

職員数 区分 

5 級 

6 級 

7 級 

技能労務
職 員  

主な職務内容 

主 幹  

課 長  

部 長  

運転手 
調理師 
施設員 

職員数 区分 

 

歳出額（A） 

11,774,941

人件費（B） 

2,506,576

人件費率（B/A） 

21.3% 

16 年度 

20.5% 
千円 

301 人 

給　　　　　与　　　　　費 
給　　料 

1,151,013

職員手当 

136,527

期末・勤勉手当 

461,897

  計（B） 

1,749,437

１人あたりの 
 給与費（B/A） 

5,812

職員数（A） 

千円 千円 千円 千円 千円 

千円 

（注）人件費には特別職に支給される給料・報酬等を含みます 
人件費の状況 人件費の状況 
市職員などの給与を公表 
平成18年4月1日現在の市の三役、 
市議会議員、市職員の給料・手当 
などを公表します。 

人件費の決算状況 （17年度決算・一般会計） 

職員給与費の状況 （18年度予算・一般会計） 

職員手当の状況 （18年度） 国と比較した平均給料月額 （18.4.1現在） 

国と比較した初任給 （18.4.1現在） 

部門別職員数の状況 （各年.4.1現在） 

職員の経験年数・学歴別平均給料 
（18.4.1現在） （一般行政職） 

特別職の報酬 （18.10.1現在） 

等級別職員数の状況 （18.4.1現在） 
職員数 330人 

※手当は、ほとんど国の基準と同じです 

（教育長を除く） 

勝山市 

国 

勝山市 

国 

324,881 円 

328,477 円 

138,400 円 

138,400 円 

142,800 円 

142,800 円 

159,700 円 

170,200 円 

170,200 円 

176,800 円 

217,326 円 

234,700 円 

254,419 円 

243,166 円 

315,080 円 

41年7月 

40年4月 

295,558 円 

286,500 円 

47年5月 

48年4月 

22 

77 

49 

75

6.7％ 

23.3％ 

14.8％ 

22.7％ 

34 

14 

10 

49

10.3％ 

4.2％ 

3.0％ 

14.8％ 

特殊勤務手当 

一般廃棄物最終処分場勤務手当 
徴収事務従事手当 
動物の死体及び汚物処理従事手当 
消防署勤務手当 
用地交渉従事手当 
感染症防疫作業に従事する職員 

対前年増減数（人）
平18

△1

△1

1
△1
△2
△10
△12
△13
△1
1

2
2

△11

現　在　高
97億9,357万円
67億1,053万円
7億3,912万円
11億2,796万円

5,848万円
184億2,966万円

会　　　計　　　名
一 般 会 計

下 水 道 事 業
簡 易 水 道 事 業
農業集落排水事業
市有林造成事業
合　　　　計

支 出 済 額
1,221万円

6億8,420万円
3,004万円

10億5,322万円
15億7,650万円
8億5,656万円

128万円
188万円

1億0,882万円
1,548万円

42億6,019万円

△3

△1
1
△2
△5
△3

△3
△8

△1
△1

△1
△1
△10

予　算　額

平成１８年度 

一
般
会
計 

特
別
会
計 

上
半
期
の
状
況

上
半
期
の
状
況 

上
半
期
の
状
況 
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市
で
は
、
年
2
回
、
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
平
成
１８
年
度
予
算
の
上
半
期（
4
月
1
日
か
ら
9
月
３０
日
）に

お
け
る
予
算
執
行
状
況
や
市
税
の
収
入
状
況
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

歳
入

市債の状況

（注）予算額、収入済額、支出済額には、繰越明許費
を含みます

63.2％
19億4,595万円

39.5％
1億6,155万円

24.7％
493万円
67.1％
419万円
0.3％
1万円
62.2％

1億4,613万円
29.9％

2,989万円
100.0％
8,584万円
62.1％

20億7,264万円
62.4％
374万円
39.0％

8,695万円
43.6％

2,983万円
20.5％

1億8,958万円
12.3％

1億0,196万円
62.6％

1,660万円
65.8％
131万円

0％
0円

140.4％
3億9,031万円

3.5％
2,910万円

0％
0円

45.9％
53億0,051万円

市 税
30億7,864万円

地 方 譲 与 税
4億9,860万円

利 子 割 交 付 金
2,000万円

配 当 割 交 付 金
624万円

株式等譲渡所得割交付金
522万円

地方消費税交付金
2億3,500万円

自動車取得税交付金
1億2,000万円

地 方 特 例 交 付 金
8,584万円

地 方 交 付 税
33億3,659万円

交通安全対策特別交付金
600万円

分担金及び負担金
2億2,318万円

使用料及び手数料
6,845万円

国 庫 支 出 金
9億2,523万円

県 支 出 金
8億2,678万円

財 産 収 入
2,654万円

寄 附 金
200万円

繰 入 金
1億9,901万円

繰 越 金
2億7,791万円

諸 収 入
8億3,183万円

市 債
8億7,340万円
計

115億3,646万円

歳
出

支出済額及び支出率（対予算）
議 会 費

1億7,424万円
総 務 費
16億5,290万円

民 生 費
27億4,665万円

衛 生 費
8億2,149万円

労 働 費
2億2,534万円

農 林 水 産 業 費
7億6,777万円

商 工 費
5億7,099万円

土 木 費
17億2,460万円

消 防 費
2億9,963万円

教 育 費
12億0,458万円

災 害 復 旧 費
1億8,105万円

公 債 費
11億1,333万円

諸 支 出 金
5,000万円

予 備 費
389万円

計
115億3,646万円

49.1％
8,556万円
38.2％

6億3,112万円
34.4％

9億4,444万円
18.8％

1億5,457万円
93.3％

2億1,028万円
13.7％

1億0,528万円
68.7％

3億9,236万円
15.6％

2億6,959万円
47.4％

1億4,201万円
37.0％

4億4,568万円
15.4％

2,788万円
42.5％

4億7,274万円
0％
0円
0％
0円

33.6％
38億8,151万円

会　　　計　　　名
育 英 資 金
下 水 道 事 業
簡 易 水 道 事 業
国 民 健 康 保 険
老 人 保 険
介護保険 保険事業勘定

サービス事業勘定
勝 山 温 泉 セ ン タ ー
農 業 集 落 排 水 事 業
市 有 林 造 成 事 業
特 別 会 計 合 計

予　算　額
3,676万円

17億8,366万円
6,413万円

25億3,159万円
36億7,611万円
22億0,739万円

874万円
300万円

5億5,015万円
2,755万円

108億8,908万円

収 入 済 額
1,487万円

1億9,298万円
185万円

8億9,724万円
12億5,623万円
8億3,305万円

88万円
0万円

1,252万円
114万円

32億1,076万円

特
別
会
計

特別会計予算執行状況

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者
を含み、臨時又は非常勤職員を除いている（教育長を含む）

市　　　長 850,000 円
助　　　役 710,000 円
教　育　長 530,000 円

議　　　長 440,000 円
副　議　長 370,000 円
議　　　員 350,000 円

期末手当　6月期　1.6月分　　12月期　1.7月分

区分
部門

職　員　数（人）

5
58
16
21
7
20
127
54
23
77
204
82
37
119
8
10
11
29
352

3
△1

△2
△1
△1
△1
△2
△3
△4
3

3
△1
△2

△3
△4

平16 平16 平17
5
55
16
20
8
18
122
51
23
74
196
82
36
118
8
10
10
28
342

平17
5
54
16
19
8
19
121
49
13
62
183
81
37
118
8
10
12
30
331

平18

一
　
　
　
　
　
般

福
　
祉

特
別
行
政

公
営
企
業
等

一 般 行 政 計

総　　合　　計

議 会
総 務
税 務
農 水
商 工
土 木
小 計
民 生
衛 生
小 計

教 育
消 防
小 計
水 道
下 水 道
そ の 他
小 計

【訂正】
10月号5ページの市

債残高の状況欄中、特別
会計　農業集落排水事業
の金額に誤りがありまし
たので、お詫びして訂正
いたします。
誤　12億1,457万円
正　11億7,287万円

一
般
会
計
予
算
の
執
行
状
況
（
9
月
３０
日
現
在
）


